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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成21年度
第３四半期連結
累計期間

平成22年度
第３四半期連結
累計期間

平成21年度
第３四半期連結
会計期間

平成22年度
第３四半期連結
会計期間

平成21年度

 

(自平成21年
４月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成22年
４月１日

至平成22年
12月31日)

(自平成21年
10月１日

至平成21年
12月31日)

(自平成22年
10月１日

至平成22年
12月31日)

(自平成21年
４月１日

至平成22年
３月31日)

経常収益 百万円 40,520 39,577 13,845 12,769 54,309

経常利益(△は経常損失)百万円 4,010 6,906 △2,080 2,276 9,545

四半期純利益
(△は四半期純損失)

百万円 1,649 3,386 △1,629 1,149 ―

当期純利益 百万円 ― ― ― ― 5,640

純資産額 百万円 ― ― 111,508 116,936 115,596

総資産額 百万円 ― ― 2,427,2422,471,4352,417,629

１株当たり純資産額 円 ― ― 967.63 1,011.171,002.32

１株当たり四半期純利益
金額(△は１株当たり
四半期純損失金額)

円 14.53 29.86 △14.36 10.13 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― 49.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益
金額

円 ― ― ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― ― ― ―

自己資本比率 ％ ― ― 4.52 4.64 4.70

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 41,529 47,281 ― ― 15,399

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △59,740 △16,195 ― ― △41,691

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △805 △801 ― ― △809

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

百万円 ― ― 80,887 103,086 72,803

従業員数 人 ― ― 1,926 1,929 1,878

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸

表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　平成21年度第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。平成21年度第３四半期連結累計期間、平成22年度第３四半

期連結累計期間、平成22年度第３四半期連結会計期間及び平成21年度は潜在株式がないため記載しておりません。
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４　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当する

ため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５　経理の状況」の「２　その他」中、「(1) 第３

四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等」の「①　損益計算書」に

もとづいて掲出しております。

なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③　１株当たり四半期純損益金額等」

に記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当行グループ(当行及び当行の関係会社)が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,929
〔605〕

(注) １　従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員617人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。

 

(2) 当行の従業員数

平成22年12月31日現在

従業員数(人)
1,813
〔512〕

(注) １　従業員数は就業人員数であり、嘱託及び臨時従業員529人を含んでおりません。

２　臨時従業員数は、〔　〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しており

ません。

 

２ 【事業等のリスク】

該当ありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当ありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)におけるわが国経済は、海外経済の

改善や各種の政策効果により、緩やかながら持ち直しの動きが続きました。しかしながら、円高の進展やデフレ

の影響、エコカー補助金終了に伴う生産や消費の落込みなど、景気の減速懸念が高まっております。

当行の主たる営業基盤である栃木県経済におきましても、有効求人倍率は持ち直しの動きが見られるものの、

依然として低い水準にあるなど、厳しい状況にあると言えます。

このような環境の下、当行およびグループ会社は業績の伸長と効率化に努めてまいりました結果、当第３四半

期連結会計期間における経営成績は、以下のとおりとなりました。

経常収益は、貸出金利息の減少等により前年同四半期比10億75百万円減少し127億69百万円となりました。ま

た経常費用については、貸倒償却引当費用の減少等により前年同四半期比54億32百万円減少し104億93百万円と

なりました。

この結果、経常利益は22億76百万円、四半期純利益は11億49百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間末の資産は、貸出金の増加等により前連結会計年度末比538億円増加し、２兆4,714

億円となりました。負債は、預金等の増加により前連結会計年度末比524億円増加し、２兆3,544億円となりまし

た。また純資産は利益計上に伴う利益剰余金等の増加により前連結会計年度末比13億円増加の1,169億円となり

ました。

なお、主要勘定の状況は次のとおりとなりました。

○　預金

個人預金等の増加により、預金残高は前連結会計年度末比554億円増加し２兆3,175億円となりました。

○　貸出金

住宅ローン等の増加により、貸出金残高は前連結会計年度末比140億円増加し１兆5,978億円となりまし

た。

○　有価証券

市場動向を注視しつつ国債及び社債を中心に運用に努めた結果、有価証券残高は前連結会計年度末比119

億円増加し6,959億円となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社　栃木銀行(E03639)

四半期報告書

 5/32



①　国内・国際業務部門別収支

資金運用収益は、貸出金利息の減少に伴い前第３四半期連結会計期間比６億円減少の100億円、資金調達費

用は、預金利息の減少に伴い前第３四半期連結会計期間比２億円減少の６億円となりました。

この結果、資金運用収支は、前第３四半期連結会計期間比３億円減少の94億円となりました。

役務取引等収支は、前第３四半期連結会計期間比１億円増加の５億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結会計期間 9,683 76 9,760

当第３四半期連結会計期間 9,348 92 9,441

　うち資金運用収益
前第３四半期連結会計期間 10,567 95

17
10,645

当第３四半期連結会計期間 9,949 110
16

10,043

　うち資金調達費用
前第３四半期連結会計期間 883 19

17
884

当第３四半期連結会計期間 600 17
16
601

役務取引等収支
前第３四半期連結会計期間 354 5 360

当第３四半期連結会計期間 543 4 547

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結会計期間 1,079 8 1,087

当第３四半期連結会計期間 1,285 7 1,292

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結会計期間 724 2 727

当第３四半期連結会計期間 741 2 744

その他業務収支
前第３四半期連結会計期間 488 14 503

当第３四半期連結会計期間 △60 12 △48

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結会計期間 493 14 508

当第３四半期連結会計期間 193 12 206

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結会計期間 4 ― 4

当第３四半期連結会計期間 254 ― 254

(注) １　「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息(外書

き)であります。
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②　国内・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、前第３四半期連結会計期間比２億円増加の12億円となりました。

役務取引等費用は、前第３四半期連結会計期間比ほぼ同額の７億円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結会計期間 1,079 8 1,087

当第３四半期連結会計期間 1,285 7 1,292

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結会計期間 290 ― 290

当第３四半期連結会計期間 337 ― 337

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 468 7 475

当第３四半期連結会計期間 462 7 470

　うち証券関連業務
前第３四半期連結会計期間 8 ― 8

当第３四半期連結会計期間 14 ― 14

　うち代理業務
前第３四半期連結会計期間 188 ― 188

当第３四半期連結会計期間 284 ― 284

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第３四半期連結会計期間 5 ― 5

当第３四半期連結会計期間 4 ― 4

　うち保証業務
前第３四半期連結会計期間 5 0 6

当第３四半期連結会計期間 7 0 7

役務取引等費用
前第３四半期連結会計期間 724 2 727

当第３四半期連結会計期間 741 2 744

　うち為替業務
前第３四半期連結会計期間 86 2 89

当第３四半期連結会計期間 87 2 90

(注)　「国内業務部門」とは当行の円建取引及び連結子会社、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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③　国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,272,819 5,035 2,277,855

当第３四半期連結会計期間 2,312,350 5,194 2,317,545

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,019,781 ― 1,019,781

当第３四半期連結会計期間 1,069,814 ― 1,069,814

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,248,805 ― 1,248,805

当第３四半期連結会計期間 1,236,931 ― 1,236,931

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 4,232 5,035 9,268

当第３四半期連結会計期間 5,604 5,194 10,799

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 4,119 ― 4,119

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,272,819 5,035 2,277,855

当第３四半期連結会計期間 2,316,469 5,194 2,321,664

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」とは当行の円建取引、「国際業務部門」とは当行の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引は国際業務部門に含めております。
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④　国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

 

業種別
平成21年12月31日 平成22年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,565,658100.00 1,597,840100.00

製造業 161,459 10.31 159,974 10.01

農業，林業 5,106 0.33 6,358 0.40

漁業 73 0.00 71 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 3,033 0.19 2,997 0.19

建設業 84,252 5.38 81,071 5.07

電気・ガス・熱供給・水道業 7,383 0.47 7,382 0.46

情報通信業 5,720 0.36 5,349 0.34

運輸業，郵便業 52,082 3.33 54,310 3.40

卸売業，小売業 164,535 10.51 164,113 10.27

金融業，保険業 53,669 3.43 69,133 4.33

不動産業，物品賃貸業 300,546 19.20 300,785 18.83

各種サービス業 167,617 10.71 165,287 10.34

地方公共団体 103,857 6.63 114,446 7.16

その他 456,319 29.15 466,557 29.20

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

金融機関 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 1,565,658― 1,597,840―

(注)　「国内」とは、当行及び連結子会社であります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加等により128億65百万円となりました。(前年同期比100

億２百万円減少)

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還等により△18億12百万円となりました。(前年同期比

202億58百万円増加)

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比ほぼ同額の△３億99百万円となりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間比106億51

百万円増加し1,030億86百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当ありません。
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第３ 【設備の状況】

１　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

銀行業務

 

 会社名
店舗名
その他

所在地 設備の内容
敷地面積
(㎡)

建物延面積
(㎡)

完了年月

当行 ―
テクノポリ
ス支店

宇都宮市野
高谷町590番
地

営業店舗 1,628.82803.76平成22年12月

 

２　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 212,000,000

計 212,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 114,108,000同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 114,108,000同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当ありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当ありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当ありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月31日 ― 114,108 ― 27,408,527 ― 26,150,568
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(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主であった株式会社福島銀行は大株主でなくなり、ザ チェース マン

ハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウントが大株主となっております。

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント
(常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND
 
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

2,511 2.20

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　676,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

112,104,000
112,104 ―

単元未満株式
普通株式

1,328,000
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 114,108,000― ―

総株主の議決権 ― 112,104 ―

(注) １　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が12千株含まれております。

　　また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が12個含まれております。

２　上記の「単元未満株式」の欄の普通株式には当行所有の自己株式974株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社栃木銀行

栃木県宇都宮市
西２丁目１番18号

676,000 ― 676,000 0.59

計 ― 676,000 ― 676,000 0.59

(注)　株主名簿上は当行名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。なお、当該株

式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めております。

 

EDINET提出書類

株式会社　栃木銀行(E03639)

四半期報告書

13/32



２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 423 383 402 392 354 358 357 415 407

最低(円) 395 361 355 356 330 335 320 336 385

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに

収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　　なお、前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき作成し、当第３四半

期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月

１日　至　平成22年12月31日)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しております。

 

２　当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に該当

するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等につい

ては、「２　その他」に記載しております。

 

３　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　

至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半

期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

現金預け金 105,381 74,862

コールローン及び買入手形 4,481 4,279

商品有価証券 152 149

金銭の信託 8,823 10,151

有価証券 695,955 684,006

貸出金 ※１
 1,597,840

※１
 1,583,815

外国為替 1,056 1,041

その他資産 18,358 17,237

有形固定資産 ※２
 24,456

※２
 24,260

無形固定資産 3,414 3,993

繰延税金資産 22,872 25,797

支払承諾見返 7,176 7,820

貸倒引当金 △18,534 △19,786

資産の部合計 2,471,435 2,417,629

負債の部

預金 2,317,545 2,262,102

譲渡性預金 4,119 －

借用金 3,048 3,519

外国為替 24 37

その他負債 8,933 14,185

賞与引当金 266 987

役員賞与引当金 14 28

退職給付引当金 10,831 10,855

役員退職慰労引当金 404 423

睡眠預金払戻損失引当金 201 186

偶発損失引当金 231 180

再評価に係る繰延税金負債 1,701 1,705

支払承諾 7,176 7,820

負債の部合計 2,354,498 2,302,033

純資産の部

資本金 27,408 27,408

資本剰余金 26,150 26,150

利益剰余金 64,365 61,773

自己株式 △444 △437

株主資本合計 117,480 114,894

その他有価証券評価差額金 △1,592 7

土地再評価差額金 △1,189 △1,190

評価・換算差額等合計 △2,782 △1,182

少数株主持分 2,239 1,884

純資産の部合計 116,936 115,596

負債及び純資産の部合計 2,471,435 2,417,629
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

経常収益 40,520 39,577

資金運用収益 31,735 30,466

（うち貸出金利息） 25,998 24,714

（うち有価証券利息配当金） 5,677 5,696

役務取引等収益 3,333 3,792

その他業務収益 552 1,679

その他経常収益 4,899 3,639

経常費用 36,509 32,671

資金調達費用 2,953 2,015

（うち預金利息） 2,893 1,959

役務取引等費用 2,154 2,239

その他業務費用 4 254

営業経費 20,858 21,165

その他経常費用 ※1
 10,538

※1
 6,995

経常利益 4,010 6,906

特別利益 985 854

固定資産処分益 99 12

償却債権取立益 498 841

その他 387 0

特別損失 116 122

固定資産処分損 110 46

その他 6 76

税金等調整前四半期純利益 4,878 7,638

法人税、住民税及び事業税 191 191

法人税等調整額 2,796 3,704

法人税等合計 2,988 3,895

少数株主損益調整前四半期純利益 3,743

少数株主利益 241 356

四半期純利益 1,649 3,386
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,878 7,638

減価償却費 1,314 1,782

貸倒引当金の増減（△） △1,374 △1,251

賞与引当金の増減額（△は減少） △708 △721

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） 302 △24

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 △19

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △46 14

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 57 51

資金運用収益 △31,735 △30,466

資金調達費用 2,953 2,015

有価証券関係損益（△） △306 1,735

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △23 △27

為替差損益（△は益） △0 0

固定資産処分損益（△は益） 10 33

貸出金の純増（△）減 △9,491 △14,024

預金の純増減（△） 47,942 55,442

譲渡性預金の純増減（△） － 4,119

借用金の純増減（△） △570 △471

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △89 △236

コールローン等の純増（△）減 △303 △202

外国為替（資産）の純増（△）減 △18 △15

外国為替（負債）の純増減（△） △45 △12

資金運用による収入 30,662 29,700

資金調達による支出 △3,325 △2,103

その他 514 △5,279

小計 40,603 47,664

法人税等の支払額 △286 △500

法人税等の還付額 1,212 116

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,529 47,281
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △210,272 △237,018

有価証券の売却による収入 99,438 137,754

有価証券の償還による収入 52,656 83,208

金銭の信託の減少による収入 1,435 1,356

有形固定資産の取得による支出 △1,439 △1,646

有形固定資産の売却による収入 444 109

無形固定資産の取得による支出 △2,036 △13

無形固定資産の売却による収入 0 0

その他 32 53

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,740 △16,195

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △794 △794

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

自己株式の取得による支出 △9 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △805 △801

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,016 30,283

現金及び現金同等物の期首残高 99,904 72,803

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 80,887

※1
 103,086
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に

関する会計基準」(企業会計基準第18号平成20年

３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成

20年３月31日)を適用しております。

なお、これによる四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

 

【表示方法の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号平成20年12月26日)に基づく財務

諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日内閣府令第５号)の適用により、当

第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。

 

【簡便な会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。

２　貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間連結会計期間末の予想損失率を適

用して計上しております。

３　税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間連結会計期

間末から大幅な変動がないと認められるため、当

該中間連結会計期間末の検討において使用した将

来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。
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【追加情報】

最近の金融市場の状況を勘案した結果、一部の変動利付国債の時価については、「金融資産の時価の算定に関

する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第25号平成20年10月28日）を踏まえ、当第３四半期

連結会計期間末は合理的な見積もりに基づき算定された価額としております。なお、これにより、市場価格に

よって評価した場合に比べ、有価証券が1,232百万円、その他有価証券評価差額金が733百万円それぞれ増加し、

繰延税金資産が499百万円減少しております。

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワプション・ボラ

ティリティが主な価格決定変数であります。当価額は、情報ベンダーより入手しており、その適切性を検証のう

え利用しております。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 2,936百万円

延滞債権額 33,279百万円

３ヵ月以上延滞債権額 92百万円

貸出条件緩和債権額 5,567百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 1,517百万円

延滞債権額 33,769百万円

３ヵ月以上延滞債権額 178百万円

貸出条件緩和債権額 6,247百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

24,792百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

23,742百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸出金償却4,997百万円、貸倒

引当金繰入額1,998百万円及び株式等償却1,040百万

円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸出金償却1,496百万円、貸倒

引当金繰入額340百万円及び株式等償却2,975百万円

を含んでおります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成21年12月31日現在

現金預け金勘定 82,809

定期預け金等 △1,922

現金及び現金同等物 80,887
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

平成22年12月31日現在

現金預け金勘定 105,381

定期預け金等 △2,295

現金及び現金同等物 103,086
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(株主資本等関係)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：千株)

 当第３四半期連結会計期間末株式数

発行済株式  

　普通株式 114,108

合計 114,108

自己株式  

　普通株式 676

合計 676

 

２　配当に関する事項
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 397 3.5平成22年３月31日平成22年６月30日
その他利益
剰余金

平成22年11月10日
取締役会

普通株式 397 3.5平成22年９月30日平成22年12月10日
その他利益
剰余金

 

基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当ありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの経常収益及び経常利益の合計額に占める銀行業の割合がいずれも90％を超えているため、

記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

 

【国際業務経常収益】

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(追加情報)

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末

※１　企業集団の事業の運営において重要なものである有価証券の時価等に関する事項は、次のとおりでありま

す。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。
 

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成22年12月31日現在)
 

 
四半期連結貸借対照
表計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 2,030 2,088 57

地方債 2 2 0

短期社債 ― ― ―

社債 2,880 2,884 4

その他 11,000 10,779 △220

合計 15,912 15,755 △157

(注)　時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。
 

２　その他有価証券で時価のあるもの(平成22年12月31日現在)
 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照
表計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 36,639 29,334 △7,305

債券 609,266 615,739 6,472

国債 311,449 313,421 1,972

地方債 90,077 91,529 1,451

短期社債 ― ― ―

社債 207,739 210,788 3,049

その他 35,115 33,251 △1,863

合計 681,021 678,325 △2,695

(注) １　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。

２　その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額とす

るとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

　　当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について2,975百万円減損処理を行っておりま

す。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための株式の減損基準は、以下のとおりです。

(1) 時価のある株式は、第３四半期連結会計期間末日における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、減

損処理を行います。また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落したものについては、以下の場合減損処

理を行います。

①　過去２年間の平均株価が簿価比30％以上下落し、回復の可能性が認められないと判定した場合。

②　当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合、または経常利益が２年連続して赤字となり翌年も同様の状

況が予測される場合。

(2) 時価のない株式は、１株当たりの純資産額が取得原価と比べて50％以上下落した場合は減損処理を行います。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

  
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 円 1,011.17 1,002.32

 

２　１株当たり四半期純利益金額等

 

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり
四半期純利益金額

円 14.53 29.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 ― ―

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益 百万円 1,649 3,386

普通株主に帰属しない
金額

百万円 ― ―

普通株式に係る
四半期純利益

百万円 1,649 3,386

普通株式の
期中平均株式数

千株 113,468 113,440

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当ありません。
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２ 【その他】

(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等

当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)

に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金

額等については、四半期レビューを受けておりません。

①　損益計算書

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

経常収益 13,845 12,769

　資金運用収益 10,645 10,043

　（うち貸出金利息） 8,622 8,180

　（うち有価証券利息配当金） 2,005 1,842

　役務取引等収益 1,087 1,292

　その他業務収益 508 206

　その他経常収益 1,604 1,227

経常費用 15,925 10,493

　資金調達費用 884 601

　（うち預金利息） 867 578

　役務取引等費用 727 744

　その他業務費用 4 254

　営業経費 7,069 7,102

　その他経常費用 ※１　　7,239 ※１　　1,789

経常利益又は経常損失(△) △2,080 2,276

特別利益 250 537

　固定資産処分益 ― 5

　償却債権取立益 169 531

　その他 81 ―

特別損失 4 △13

　固定資産処分損 2 15

　その他 1 △29

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失(△)

△1,834 2,827

法人税、住民税及び事業税 70 21

法人税等調整額 △360 1,510

法人税等合計 △289 1,532

少数株主損益調整前四半期純利益  1,294

少数株主利益 84 145

四半期純利益又は四半期純損失(△) △1,629 1,149

 

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸出金償

却3,840百万円、貸倒引当金繰入

額1,290百万円、株式等償却970

百万円を含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸出金償

却636百万円、貸倒引当金繰入額

161百万円、株式等償却244百万

円を含んでおります。
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②　セグメント情報等

（事業の種類別セグメント情報）

全セグメントの経常収益及び経常損失の合計額に占める銀行業の割合がいずれも90％を超えているため、記

載を省略しております。

 

（所在地別セグメント情報）

在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

 

（国際業務経常収益）

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

 

（セグメント情報）

当行グループは銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

③　１株当たり四半期純利益金額(△は四半期純損失金額)等

 

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり
四半期純利益金額
(△は四半期純損失金額)

円 △14.36 10.13

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 ― ―

(注) １　１株当たり四半期純利益金額(△は四半期純損失金額)の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
(△は四半期純損失金額)

  

　四半期純利益
　(△は四半期純損失)

百万円 △1,629 1,149

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る
　四半期純利益
　(△は四半期純損失)

百万円 △1,629 1,149

　普通株式の
　期中平均株式数

千株 113,462 113,434

２　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期会計期間は四半期純損失であり、また潜

在株式がないため記載しておりません。当第３四半期会計期間は潜在株式がないため記載しておりません。
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(2) その他

中間配当

平成22年11月10日開催の取締役会において、第108期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 397百万円

１株当たりの中間配当金 3円50銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成22年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成22年２月５日

株式会社　 栃　 木　 銀　 行

取　　 締　　 役　　 会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　三　　澤　　幸 之 助　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　大　　森　　佐 知 子　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社栃

木銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社栃木銀行及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 ※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成23年２月３日

株式会社　 栃　 木　 銀　 行

取　　 締　　 役　　 会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　三　　澤　　幸 之 助　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　弥　　永　　め ぐ み　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社栃

木銀行の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成22年10月１

日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社栃木銀行及び連結子会社の平成22年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 ※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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